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事後交付型株式報酬としての自己株式処分（2020年度第2回RSU） 

に基づく処分株式数確定のお知らせ 

 

 

当社が 2022 年 6 月 28 日開催の取締役会において決議しました 2020 年度第 2 回 RSU

に係る自己株式処分（以下「本自己株式処分」といいます。）について、2022 年 6 月 29

日付「事後交付型株式報酬としての自己株式処分に関するお知らせ（2020 年度第 2 回

RSU）」（以下「本プレスリリース」といいます。）でお知らせしましたとおり、2022 年

7 月 28 日の権利確定日の到来に伴う権利確定により、実際の割当数が確定しました。

これにより、処分する株式の数等に変更がありましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

なお、本自己株式処分の詳細につきましては、2022 年 6 月 29 日付本プレスリリース

をご参照ください。 

 

記 

 

1. 本自己株式処分の概要の変更内容（変更箇所には下線を付しております） 

 変更後 変更前 

（1）払込期間 
2022年9月9日から2022年11

月30日 

2022年9月9日から2022年11

月30日 

（2）処分する株式の種

類及び数 

当社普通株式 1,124,809 株 当社普通株式 1,127,293 株 



（3）処分方法 

処分先から株式の引受けの

申込みがされること及び処

分先が付与される金銭報酬

債権（下記(7)参照）の全

額を割り当てられる普通株

式と引換えに現物出資の方

法により当社に給付するこ

とを条件とします。 

処分先から株式の引受けの

申込みがされること及び処

分先が付与される金銭報酬

債権（下記(7)参照）の全額

を割り当てられる普通株式

と引換えに現物出資の方法

により当社に給付すること

を条件とします。 

（4）処分価額 1 株につき 549.0 円 1 株につき 549.0 円 

（5）処分総額 617,520,141 円 618,883,857 円 

（6）処分予定先（割当

予定先） 

当社の執行役：6 名、

249,903 株 

当社の執行役：6 名、

249,903 株 

当社の執行役員及び使用

人：145 名、529,885 株 

当社の執行役員及び使用

人：145 名、531,604 株 

当社グループ会社の取締

役、執行役員及び使用人

等：114 名、345,021 株 

当社グループ会社の取締

役、執行役員及び使用人

等：115 名、345,786 株 

（7）出資の目的とする

財産並びに当該財

産の内容及び価額 

出資の目的とする財産：金

銭以外の財産（現物出資財

産） 

出資の目的とする財産：金

銭以外の財産（現物出資財

産） 

現物出資財産の内容：2020

年度第 2 回 RSU の権利確定

に基づいて処分予定先に付

与される当社又は当社グル

ープ会社に対する金銭報酬

債権 

現物出資財産の内容：2020

年度第 2 回 RSU の権利確定

に基づいて処分予定先に付

与される当社又は当社グル

ープ会社に対する金銭報酬

債権 

現物出資財産の価額：

549.0 円（1株につき処分

価額と同額） 

現物出資財産の価額：549.0

円（1 株につき処分価額と

同額） 

（8）その他 

本自己株式処分について

は、金融商品取引法による

発行登録の効力発生（2022

年 6 月 29 日発行登録書提

出、同年 7 月 7 日効力発

生）に基づき、2020 年度第

2 回 RSU について発行登録

追補書類を本日提出いたし

ました。 

本自己株式処分について

は、金融商品取引法による

発行登録の効力発生（2022

年 6 月 29 日発行登録書提

出、同年 7 月 7 日効力発

生）に基づき、2020 年度第

2 回 RSU について発行登録

追補書類を 8 月 2 日までに

提出予定です。 

 

2. 変更の理由 

 2022 年 7 月 28 日の権利確定日の到来に伴う権利確定により、実際の割当数が確定

したためです。 



3. 今後の見通し 

本件が 2023 年 3 月期の業績に与える影響は軽微であります。 

以上 

この文書は、いかなる証券についての一切の投資勧誘またはそれに類似する行為も構成するものではあり

ません。米国 1933 年証券法に基づいて証券の登録を行うまたは登録の免除を受ける場合を除き、米国内

において証券の募集または販売を行うことはできません。本件においては米国における証券の公募は行わ

れません。 

 


